
国民健康保険加入者の出産予定のみなさんへ
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原中学校秋の２大行事

音楽祭の様子 展示見学の様子

　４万円引き上げ、４２万円となりました。

　かかった出産費用に出産一時金を充てることが
できるよう、原則として医療保険者から出産育児
一時金が病院などに直接支払われる仕組みに変わ
りました。
　今後は原則４２万円の範囲内で、まとまった
出産費用を事前に用意しなくてもよくなりました。

平成２１年１０月１日以降に出産される方から
出産育児一時金の

①支給額と②支払方法が変わりました

ご不明な点は、保健福祉課　医療給付係　電話７９－７９２５まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お問い合わせください。

原中学校　文化祭・村内一周強歩大会

９月１８日(金)・１９日(土)の２日間、第５０回もみの木祭が開催されました。
今年のテーマは『清誠堂動～躍動する原中魂～』。もみの木祭５０回を記念しての歴史祭や、
ステージ発表、音楽祭、展示発表等が行なわれました。

１０月１３日（火）には、村内一周強歩大会が行なわれました。
全長２１，６ｋｍを１９１名の生徒が挑戦し、１８４名が完走しました。沿道では保護者や
農作業をしている方などからの声援を受け、生徒達はゴールを目指していました。
男子優勝の川俣隼也君（３年）は１時間２５分４６秒、女子優勝の中村杏奈さん（３年）は
１時間５３分１１秒で、共に大会新記録が出ました。

男子のスタート 判乃木周辺 第１給水所
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■原中学校秋の２大行事
■国民健康保険加入者の出産予定のみなさんへ
■人事行政状況を公表
■原村の普通会計財務諸表
■米粉の普及に取り組んでいます
■のびよ原っ子そだてよ原っ子
■検察審査会ってどんなところ？
■村づくり通信
■くらしの情報
■行政情報
■保健・福祉の掲示板
■くらしのガイド
■はらむらとぴっくす
■はじめまして１才６ヶ月です

●表紙写真／原小学校の５年生が学校田の稲刈
りを行いました。慣れない手つきで稲を刈っていまし
た。刈り終わるとはぜに掛けていきました。後日、昔
ながらの方法で脱穀を行い、５年生で収穫祭を行
なったり、給食で味わうそうです。

①支給額が変わりました

②直接支払制度に変わりました

※　出産費用が４２万円を超える場合は、その差額分は退院時に病院などにお支払いくだ
　　さい。
　　また、４２万円未満の場合は、その差額分を医療保険者（原村国保）に請求すること
　　ができます。

※　出産育児一時金が医療保険者（原村国保）から病院などに直接支払われることを望ま
　　れない場合は、出産後に医療保険者（原村国保）から受け取る従来の方法をご利用い
　　ただくことも可能です。（ただし、出産費用を退院時に病院などにいったんご自身で
　　お支払いただくことになります。）

☆　手続きにつきましては、出産される病院などにご確認ください。
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その他とは、派遣職員（諏訪

広域・消防等）です。

（注）１「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的
　　　な職務です。
　　２一般行政職員の職員数であり、税･福祉等の職員は含まれま
　　　せん。

区 分

職員数

看護師

３人

その他

20人

合計

119人

事務職等

73人

保健師

３人

保育士

17人

栄養士

２人

医師

１人

区 分

１級

２級

３級

４級

５級

６級

 標準的な職務内容

主事の職務

主任の職務

係長、主査の職務

主幹の職務

課長、副参事の職務

参事の職務

職員数

3人

10人

30人

16人

４人

３人

構成比

4.55％

15.15％

45.45％

24.24％

6.06％

4.55％

職員数

人事行政状況を公表

職員数の状況（平成21年4月1日現在）

一般行政職の級別職員数の状況
一般行政職の級別職員数（平成21年4月1日現在）

（注）人件費額には、特別職に支給される報酬等も含まれます。

人口
（H21.3.31）

7,792人

歳 出 額
Ａ

3,380,287千円

人 件 費 額
Ｂ

778,871千円

人件比率
（Ｂ／Ａ）

23.04％

総括
①人件費（平成20年度普通会計決算）

職員数
A

89
人

　
給料
349,666
千円

　
期末・勤勉手当
143,002
千円

人件費
Ｂ

524,507
千円

１人当たりの
給与費（Ｂ／Ａ）

5,893
千円

②職員給与費（平成21年度一般会計予算）
給与費
職員手当
31,839
千円

（注）職員手当には退職手当は含まれません。 
　　給与費は当初予算に計上された額です。 

（注）「ラスパイレス指数」とは、国家公務員の給与水準を１００とし
　　た場合の地方公務員の給与水準を示す指数をいいます。

（注）「平均給料月額」とは、平成21年４月１日現在における職員の
　　基本給の平均です。

平成20年度

91.5％

平成19年度

92.0％

③ラスパイレス指数（各年４月１日現在）

職員の平均給料月額、初任給の状況
①職員の平均年齢・平均給料月額
　（平成21年４月１日現在）

区　分

一般行政職

平均年齢

４５歳２月

平均給料月額

328,300円

　（参考…平成20年4月１日現在）
区　分

一般行政職

平均年齢

４５歳２月

平均給料月額

330,700円

②職員の初任給（平成21年4月1日現在）
区　分

大学卒

高校卒

初任給

172,200円

140,100円

２年後の給料

184,200円

148,500円

　

一般行政職

③経験年数別・学歴別平均給料月額
　（平成21年4月1日現在）

区　分

大学卒

高校卒

７～10年

320,300円

該当なし

10～15年

273,900円

236,900円

15～20年

309,000円

264,600円

　

一般行政職

区分

給料

報酬

職名

村　長

副村長

教育長

議　長

副議長

議　員

月額

703,000円

588,000円

516,000円

259,000円

201,000円

183,000円

　　　期末手当

3.35月分

（加算の内容）

　報酬月額×1.25×1.15

3.35月分
（加算の内容）
　報酬月額×1.25×1.15
（減額）年間10万円

特別職の報酬等の状況
平成20年度支給割合

勤務時間　　

始業時刻

 午前

８時30分

終業時刻

 午後

５時30分

休憩・休息時間

休憩

午後０時00分から

午後１時まで

休息

なし

　   閉庁日

・土曜日

・日曜日

・祝日法に規
　定する休日

・12月29日～
　翌年１月３日

勤務時間その他の勤務条件に関すること
①勤務時間、休憩・休息時間の状況（標準的なもの）

分限及び懲戒処分の状況
□分限処分　　　２件 ・・・ 休職２件

□懲戒処分　　　０件

研修及び勤務成績の評定の状況
□研修の状況
　　研修内容／新規採用職員研修、行政法研修、部課長研修

ほか
　　受講者数／延べ55人参加

□勤務成績の評定の状況
　　認定の回数／現在検討中

公平委員会の報告事項
□勤務条件に関する措置の要求の状況　　　　　    　０件

□不利益処分に関する不服申し立ての状況　　　　　 ０件

職員の福利厚生の状況
□福利厚生制度の状況

■市町村共済組合事務
　　保険加入、脱退手続き等
　　人間ドック助成　受診者  43人
■職員安全衛生事業
　　定期健康診断　受診実人員  80人
■職員互助会補助事業
　　職員福利厚生事業補助金　1,240,000円

□公務災害補償制度の状況
　　災害件数　　　0件 ・・・ 公務災害、通勤災害               

□利益の保護の状況
　　不利益処分に関する不服申し立てに係る書類の交付件数

０件

20年度支給割合

加算措置の状況

期末手当3.0月　勤勉手当1.5月

職務の等級による加算措置　有

職員の手当の状況
①期末手当・勤勉手当

②退職手当（平成20年４月１日現在）
区　分

勤続25年

勤続35年

最高限度額

その他の

加算措置

特別昇給

自己都合

33.50月分

47.50月分

59.28月分

定年前早期退職の特例措置

（２％～20％）

勧奨退職者　８～12号俸

勧奨・定年

41.34月分

59.28月分

59.28月分

③特殊勤務手当（平成19年度普通会計）
手当の名称（対象業務）

税務手当（村税賦課・徴収）・

危険手当（運転業務）

平均支給年額

21千円／人

④時間外勤務手当
平均支給年額

104千円／人

121千円／人

区　分

20年度決算

19年度決算

支給実績

9,338千円

11,469千円

⑤その他の手当（普通会計分）
国の制度との

異同

同じ

同じ

異

手当名

　

扶養手当

　

住居手当

　

通勤手当

内容と単価

扶養親族区分に応じ

１人当たり5,000円～
13,500円の範囲で支給

持ち家や賃貸住宅に暮
らす職員へ2,500円～
27,000円の範囲で支給

通勤距離に応じて2,700
円～24,000円の範囲で
支給

本　　　　　庁

②年次休暇の取得状況（Ｈ20.１.１～Ｈ21.12.31）
備　考

年間を通して在職した

正規職員の平均です。

概　要

１年につき20日付与
※翌年に繰越可能（最大20日）

平均取得日数

８．6７日

人事行政状況を公表

村
の
職
員
数
や
給
与
な
ど

人
事
行
政
状
況
を

　
　
　
　
公
表
し
ま
す

村
の
職
員
数
や
給
与
な
ど

人
事
行
政
状
況
を

　
　
　
　
公
表
し
ま
す

▲

人事行政状況は村ホームページでも公開中

役
場
職
員
を
募
集
し
ま
す

　

平
成
22
年
度
採
用
予
定
の
原
村
職
員
採
用
試
験

を
行
い
ま
す
�
受
験
案
内
等
は
村
ホ
�
ム
ペ
�
ジ
か

ら
ダ
ウ
ン
ロ
�
ド
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
�

■
職　
　

種　

一
般
職
︵
消
防
︶

■
受
験
資
格　

初
級
・
中
級
・
上
級
と
も
昭
和
58
年

　

４
月
２
日
以
降
に
生
ま
れ
た
方
�

◎
救
急
救
命
士
等
の
資
格
は
必
要
と
し
ま
せ
ん
が
�

消
防
署
勤
務
と
な
り
ま
す
�　
　

■
採
用
予
定
人
員　

１
名
程
度

■
試 

験 

日　

平
成
22
年
１
月
31
日
日

■
試
験
会
場　

原
村
役
場

■
願
書
受
付
期
間　

12
月
１
日
火
か
ら
12
月
15
日
火

問　

総
務
課
総
務
係
☎
７
９

−

２
１
１
１︵
内
線
２
３
１
︶
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原村の普通会計財務諸表

　
　

【
貸
借
対
照
表
】

　

地
方
公
共
団
体
の
決
算
書
は
、

１
年
間
に
ど
の
よ
う
な
収
入
が
あ

り
、
何
に
い
く
ら
使
っ
た
の
か
を

明
ら
か
に
す
る
も
の
で
す
が
、
現

在
ど
れ
だ
け
の
資
産
が
あ
り
、
逆

に
ど
れ
だ
け
の
負
債
を
抱
え
て
い

る
か
が
分
か
り
に
く
い
も
の
と

な
っ
て
い
ま
す
。　
　
　
　
　
　

　

そ
こ
で
、
貸
借
対
照
表
を
作
成

し
、
こ
れ
ま
で
に
取
得
し
た
土
地

や
建
物
な
ど
の
資
産
を
形
成
す
る

た
め
の
財
源
が
ど
の
よ
う
に
調
達

さ
れ
た
の
か
を
明
ら
か
に
し
ま
す
。

こ
の
貸
借
対
照
表
で
は
、
左
側

（
借
方
）
に
村
が
保
有
し
て
い
る

土
地
・
建
物
・
預
金
な
ど
の
「
資

産
」
を
示
し
、
右
側
（
貸
方
）
に

そ
の
資
産
を
形
成
し
た
た
め
に
、

将
来
世
代
が
負
担
し
今
後
支
払
い

が
必
要
と
な
る
も
の
「
負
債
」
と
、

こ
れ
ま
で
の
世
代
が
既
に
負
担
し

必
要
の
な
い
も
の
「
純
資
産
」
が

い
く
ら
あ
る
か
が
示
さ
れ
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

　

　

　

◆　

作
成
基
準

（
1
）
対
象
と
な
る
会
計
範
囲

普
通
会
計
（
一
般
会
計
、
有
線
放

送
会
計
及
び
農
業
者
労
働
災
害
共

済
会
計
）

（
2
）
作
成
基
準
日

　

平
成
21
年
3
月
31
日
を
基
準
日

と
し
て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
平
成

21
年
4
月
1
日
か
ら
5
月
31
日
ま

で
の
出
納
整
理
期
間
の
収
入
・
支

出
は
基
準
日
ま
で
に
終
了
し
た
も

の
と
し
て
処
理
し
て
い
ま
す
。

（
3
）
基
礎
数
値

昭
和
44
年
度
以
降
の
決
算
統
計

デ
ー
タ
を
基
礎
数
値
と
し
て
い
ま

す
。

（
4
）
評
価
額

　

取
得
当
時
の
建
設
費
を
基
準
と

し
、
国
で
示
し
た
耐
用
年
数
に
基

づ
い
て
減
価
償
却
を
行
い
ま
し
た
。

土
地
に
つ
い
て
は
、
取
得
当
時
の

価
格
で
評
価
し
て
あ
り
ま
す
が
、

新
た
に
換
価
性
の
高
い
「
売
却
可

能
資
産
」
を
公
共
資
産
に
加
え
て

い
ま
す
。

◆　

総
括

　

平
成
20
年
度
末
の
原
村
の「
資

産
」は
、1
7
7
億
1
1
9
9
万
円

と
な
り
ま
す
。

　

こ
の「
資
産
」を
形
成
す
る
た
め

の
財
源
は
、国
・
県
の
補
助
金
や
こ

れ
ま
で
の
世
代
が
負
担
し
た「
純
資

産
」が
1
4
7
億
2
0
2
0
万
円

で
、将
来
の
世
代
が
負
担
す
る「
負

債
」は
29
億
9
1
7
8
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。「
負
債
」と「
資
産
」の
割

合
は
、概
ね
17
：
83
と
な
り
ま
す
。

　

原村の普通会計財務諸表

◆　

資
産

１　

公
共
資
産　
　
　
　
　
　
　

　

資
産
の
う
ち
「
公
共
資
産
」
は
、

「
有
形
固
定
資
産
」
と
「
売
却
可

能
資
産
」
で
構
成
さ
れ
て
お
り
、

１
３
６
億
５
７
２
８
万
円
と
「
総

資
産
」
の
77
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
1
）
有
形
固
定
資
産　
　
　
　

　

道
路
や
公
園
、
小
中
学
校
・
保

育
所
な
ど
の
土
地
や
建
物
な
ど
の

有
形
固
定
資
産
は
、
１
３
２
億
２

６
７
５
万
円
で
、
主
な
内
訳
を
み

る
と
、
道
路
・
河
川
な
ど
の
イ
ン

フ
ラ
整
備
に
46
億
９
５
１
２
万
円

（
構
成
比
35
・
5
％
）
、
学
校
や

公
民
館
・
図
書
館
な
ど
の
教
育
文

化
施
設
に
36
億
７
７
４
５
万
円

（
27
・
8
％
）
、
八
ヶ
岳
自
然
文

化
園
な
ど
の
観
光
施
設
や
農
林
道

な
ど
の
整
備
に
25
億
７
７
９
８
万

円
（
19
・
5
％
）
、
役
場
庁
舎
な

ど
の
整
備
や
普
通
財
産
の
取
得
に

15
億
１
３
７
３
万
円
（
11
・
４
％
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 
 

　

（
2
）
売
却
可
能
資
産　
　
　
　

　

村
の
公
有
資
産
の
う
ち
、
現
在

直
接
行
政
の
目
的
に
使
用
さ
れ
て

い
な
い
売
却
可
能
資
産
は
4
億
３

０
５
３
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
水
源
涵
養
や
環
境
保
護
の
役
割

の
大
き
い
山
林
等
を
除
く
。
）　

２　

投
資
等　

　

資
産
の
う
ち
「
投
資
等
」
は
、

民
間
企
業
や
第
三
セ
ク
タ
ー
な
ど

へ
の
「
出
資
金
」
や
「
貸
付
金
」
、

「
基
金
」
な
ど
で
20
億
４
２
０
６

万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
1
）
投
資
及
び
出
資
金

　

広
域
連
合
や
原
村
振
興
公
社
、

㈱
Ｌ
Ｃ
Ｖ
な
ど
に
1
億
７
９
５
８

万
円
の
出
資
を
し
て
い
ま
す
。

（
2
）
貸
付
金

　

奨
学
金
で
３
６
４
万
円
の
残
高

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
3
）
基
金
等

　

基
金
は
、
農
業
振
興
基
金
や
庁

舎
建
設
基
金
な
ど
の
特
定
目
的
基

金
が
12
億
１
９
０
万
円
、
土
地
開

発
基
金
2
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
退
職
手
当
組
合
積
立
金
は
、

職
員
の
退
職
金
の
支
払
い
の
た
め

長
野
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合
へ

積
み
立
て
て
い
る
も
の
で
、
4
億

４
５
０
７
万
円
と
な
り
ま
す
。

（
4
）
長
期
延
滞
債
権

　

村
税
や
別
荘
管
理
料
で
、
納
付

期
限
か
ら
1
年
以
上
納
付
さ
れ
て

い
な
い
債
権
が
２
８
２
６
万
円
あ

り
ま
す
。

（
5
）
回
収
不
能
見
込
額

　

過
去
の
不
納
欠
損
処
分
の
実
績

か
ら
、
１
６
４
０
万
円
を
回
収
不

能
見
込
額
と
し
て
計
上
し
て
い
ま

す
。

３　

流
動
資
産

　

資
産
の
う
ち「
流
動
資
産
」は
、

財
政
調
整
や
減
債
の
た
め
の「
基

金
」や「
現
金
」な
ど
で
、総
額
で
20

億
1
2
6
5
万
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。

（
1
） 

現
金
預
金

　

財
政
調
整
基
金
・
減
債
基
金
で

14
億
5
7
6
3
万
円
、普
通
会
計

内
の
現
金
預
金
で
5
億
4
0
5
7

万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
2
）未
収
金

　

平
成
20
年
度
の
歳
入
と
し
て
計

上（
調
定
）し
た
地
方
税
や
保
育
料
、

別
荘
管
理
料
と
し
て
、1
4
４
５

万
円
が
未
収
金
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◆　

負
債　
　

１　

固
定
負
債

　

負
債
の
う
ち「
固
定
負
債
」は
、

平
成
22
年
度（
翌
々
年
度
）以
降
に

支
払
い
や
返
済
が
行
わ
れ
る「
地

方
債
」、「
退
職
手
当
引
当
金
」で
、

合
計
26
億
7
9
4
0
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

（
1
）地
方
債

　

地
方
債
の
う
ち
、平
成
22
年
度

以
降
に
償
還
さ
れ
る
も
の
が
17
億

9
9
3
2
万
円
で
、負
債
総
額
の

60
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

（
2
） 

退
職
手
当
引
当
金

　

特
別
職
を
含
む
普
通
会
計
の
全

職
員
が
年
度
末
に
普
通
退
職
し
た

と
仮
定
し
た
場
合
に
必
要
と
見
込

ま
れ
る
退
職
手
当
支
給
額
で
8
億

8
0
0
8
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２　

流
動
負
債

　

負
債
の
う
ち
流
動
負
債
は
、1

年
以
内
に
支
払
い
や
返
済
が
行
わ

れ
る「
地
方
債
」、「
未
払
金
」、「
賞

与
引
当
金
」な
ど
で
、合
計
3
億

1
2
3
9
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
1
）翌
年
度
償
還
予
定
地
方
債

地
方
債
の
う
ち
、平
成
21
年
度
償

還
予
定
額
は
2
億
4
8
3
6
万
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
2
）未
払
金

　

未
払
金
は
、平
成
19
年
度
に
債

務
負
担
行
為
に
よ
り
3
ヶ
年
で
分

割
支
払
い
を
す
る
こ
と
と
し
た
墓

地
購
入
費
で
、平
成
21
年
度
支
払

分
は
1
9
3
3
万
円
で
す
。

（
3
） 

賞
与
引
当
金

　

平
成
21
年
6
月
に
支
給
さ
れ
る

賞
与
の
う
ち
、平
成
20
年
度
負
担

相
当
額
で
、4
4
7
0
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

◆　

純
資
産

１　

公
共
資
産
等
整
備
国
県
補
助

金
等

　

住
民
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
必
要

な
資
産
整
備
な
ど
の
財
源
と
し
て

国
・
県
か
ら
受
け
た
補
助
金
で
19

億
3
6
6
8
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２　

公
共
資
産
等
整
備
一
般
財
源
等

　

住
民
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
必
要

な
資
産
整
備
な
ど
の
財
源
の
う
ち
、

上
記
国
・
県
補
助
金
と
建
設
地
方

債
を
除
い
た
も
の
で
、1
2
6
億

3
2
2
2
万
円
と
な
り
ま
す
。

３　

そ
の
他
の
一
般
財
源
等

　

公
共
資
産
等
以
外
の
資
産
か
ら

公
共
資
産
等
整
備
財
源
以
外
の
負

平成２０年度決算

原村の普通会計財務諸表

借　方 貸　方

資　産
（土地・建物・
　　　預金など）

負　債
将来の世代が負担

（今後支払いが必要）

純  資  産
これまでの世代が負担

（支払い不要）

貸借対照表
〔資産の部〕 〔負債の部〕

〔純資産の部〕

１　公共資産
　（１）有形固定資産
　（２）売却可能資産

２　投資等
　（１）投資及び支出金
　（２）貸付金
　（３）基金等
　（４）長期延滞債権
　（５）回収不能見込額

３　流動資産
　（１）現金預金
　（２）未収金

　　資産合計　　　　　　

　13,657,278
13,226,746
430,532

　  2,042,059
179,584
3,644

1,846,972
28,262
△16,403

　  2,012,650
1,998,204
14,446

　  17,711,987

（単位：千円）

債
を
差
し
引
い
た
額
で
1
億

5
6
0
9
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

多
く
の
団
体
が
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ
て

い
る
よ
う
で
す
が
、普
通
会
計
で
は

負
債
額
が
相
対
的
に
少
な
い
こ
と

も
あ
り
、本
村
の
場
合
は
プ
ラ
ス
に

な
っ
て
い
ま
す
。

４　

資
産
評
価
差
額

　

資
産
の
評
価
替
え
を
行
っ
た
場

合
の
売
却
可
能
価
額
と
帳
簿
価
額

と
の
差
額
等
で
、今
回
地
価
の
下

落
に
よ
り
マ
イ
ナ
ス
4
7
8
万
円

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

◆　

注
記

1　

他
団
体
及
び
民
間
へ
の
支
出

金
に
よ
り
形
成
さ
れ
た
資
産

　

他
団
体
及
び
民
間
へ
の
支
出
金

に
よ
り
形
成
さ
れ
た
資
産
は
、総

額
で
26
億
5
1
2
0
万
円
あ
り
、

こ
の
う
ち
21
億
8
7
5
万
円
が
一

般
財
源
等
に
よ
り
充
当
さ
れ
て
い

ま
す
。

２　

交
付
税
措
置
地
方
債
の
金
額

　

地
方
債
残
高
20
億
4
7
6
8
万

円
に
対
し
、22
億
9
0
2
6
万
円

が
将
来
の
地
方
交
付
税
の
算
定
基

礎
に
含
ま
れ
る
こ
と
が
み
こ
ま
れ

て
い
ま
す
。こ
れ
は
、地
方
債
残
高

の
う
ち
交
付
税
措
置
率
が

1
0
0
％
の
臨
時
財
政
対
策
債
が

54
％
を
占
め
て
い
る
こ
と
、元
金
の

み
の
た
め
償
還
利
息
分
が
含
ま
れ

て
い
な
い
こ
と
な
ど
で
、逆
転
が
生

じ
て
い
る
と
判
断
さ
れ
ま
す
。　

　先月号では、原村の平成20年度における一般会計及び特別会計・企業会計の歳入歳出決算の状況や増減の主な
要因、財政健全化法による健全化判断比率などの財政指標を説明してきましたが、今回は「新地方公会計制度実務研
究会報告書（平成１９年１０月総務省）」に示された作成方法「総務省方式改定モデル」により作成した「貸借対照表
（バランスシート）」を中心に、「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」の算出結果を見ていき
たいと思います。

１　固定負債
　（１）地方債
　（２）長期未払金
　（３）退職手当引当金
　（４）損失補償等引当金

２　流動負債
　（１）翌年度償還予定地方債
　（２）短期借入金
　（３）未払金
　（４）翌年度支払予定退職手当
　（５）賞与引当金
　
　　　　負債合計

　１　公共資産等整備国県補助金等
　２　公共資産等整備一般財源等
　３　その他一般財源等
　４　資産評価差額

　　　純資産合計
　　
　　負債・純資産合計

　  2,679,397
1,799,321

0
880,076

0

　  　312,386
248,355

0
19,332

0
44,699

　
2,991,783

　  1,936,676
   12,632,219
　  　156,093
　  　 △4,784

　
14,720,204

17,711,987



9 8

原村の普通会計財務諸表

３　

普
通
会
計
の
将
来
負
担
に
関

す
る
情
報　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

普
通
会
計
の
将
来
負
担
額
52
億

８
９
５
０
万
円
に
対
し
、
68
億
８

４
７
６
万
円
の
将
来
負
担
軽
減
資

産
が
あ
り
、
こ
の
た
め
差
し
引
き

実
質
的
な
負
担
額
は
マ
イ
ナ
ス
15

億
９
５
２
６
万
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。　
　
　
　
　
　
　
　

４　

土
地
及
び
減
価
償
却
累
計
額

　

有
形
固
定
資
産
１
３
２
億
２
６

７
５
万
円
の
う
ち
、
土
地
は
29
億

４
７
６
５
万
円
あ
り
ま
す
。
減
価

償
却
累
計
額
は
１
２
２
億
５
８
５

２
万
円
あ
り
、
償
却
対
象
資
産
の

取
得
価
格
２
２
５
億
３
７
６
１
万

円
に
対
し
54
・
4
％
の
減
価
償
却

が
進
ん
で
い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　

◆　

貸
借
対
照
表
を
用
い
た

財
政
分
析

１　

社
会
資
本
形
成
の
世
代
間
負

担
比
率

　

社
会
資
本
の
整
備
結
果
を
示
す

公
共
資
産
を
、
こ
れ
ま
で
の
世
代

と
将
来
世
代
で
ど
れ
だ
け
負
担
す

る
か
を
示
す
比
率
で
す
。
こ
れ
ま

で
の
世
代
負
担
が
83
・
1
％
、
将

来
世
代
の
負
担
が
16
・
9
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。

２　

住
民
１
人
あ
た
り
の
貸
借
対

照
表（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）

　

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
住
民
1
人

あ
た
り
に
換
算
す
る
と
、資
産
は

2
2
7
万
円
、う
ち
公
共
資
産
が

1
7
5
万
円
、投
資
等
が
26
万
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。こ
れ
に
対
し
、負

債
は
38
万
円
、純
資
産
は
1
8
9

万
円
で
す
。

３　

有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的

別
割
合

　

有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別

割
合
を
見
る
こ
と
で
、行
政
分
野
ご

と
の
公
共
資
産
の
比
重
を
把
握
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

こ
れ
を
見
る
と
、道
路
な
ど
の
生
活

イ
ン
フ
ラ
・
国
土
保
全
が
35
・
5
％

で
最
も
多
く
、教
育
が
27
・
8
％
、

農
業
や
観
光
施
設
整
備
な
ど
の
産

業
振
興
が
19
・
5
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。

【
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
】

　

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、
１
年

間
の
行
政
活
動
の
う
ち
福
祉
サ
ー

ビ
ス
や
ご
み
の
収
集
の
よ
う
に

「
資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
行

政
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
経
費
（
経

常
行
政
コ
ス
ト
）
」
と
「
そ
の
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
対
価
と
し
て
得
ら

れ
た
財
源
（
経
常
収
益
）
」
を
対

比
さ
せ
た
財
務
諸
表
で
す
。

◆　

総
括

　

平
成
20
年
度
の
「
経
常
行
政
コ

ス
ト
」
は
非
現
金
支
出
を
含
め
33

億
２
９
４
６
万
円
で
、
こ
れ
に
対

し
て
「
経
常
収
益
」
は
８
８
１
７

万
円
（
負
担
割
合
は
2.6
％
）
で
、

差
し
引
き
「
純
経
常
行
政
コ
ス

ト
」
は
32
億
４
１
２
９
万
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。

◆　

経
常
行
政
コ
ス
ト

１　

性
質
別
行
政
コ
ス
ト

　

資
産
形
成
に
結
び
つ
か
な
い
１

年
間
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る
た
め
に
要
し
た
経
費
を
性
質
別

に
見
て
み
る
と
、
「
人
に
か
か
る

コ
ス
ト
」
が
8
億
２
５
９
２
万
円

で
「
経
常
行
政
コ
ス
ト
」
の
24
・

8
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
「
物
に

か
か
る
コ
ス
ト
」
で
は
、
10
億
７

６
２
９
万
円
（
32
・
3
％
）
で
、

内
訳
と
し
て
は
、
物
件
費
4
億
７

９
３
４
万
円
、
維
持
補
修
費
２
２

原村の普通会計財政諸表

【
純
資
産
変
動
計
算
書
】

　

純
資
産
変
動
計
算
書
は
、
貸
借

対
照
表
の
純
資
産
の
部
に
計
上
さ

れ
て
い
る
各
数
値
が
１
年
間
で
ど

の
よ
う
に
変
動
し
た
の
か
を
表
し

て
い
る
計
算
書
で
す
。

◆　

総
括

　

平
成
20
年
度
の
純
経
常
行
政
コ

ス
ト
32
億
４
１
２
９
万
円
に
対
し

て
、
地
方
税
や
地
方
交
付
税
な
ど

の
一
般
財
源
が
27
億
４
４
９
９
万

円
、
補
助
金
等
が
2
億
８
４
５
０

万
円
あ
り
ま
し
た
。
更
に
臨
時
損

益
や
資
産
評
価
替
え
に
よ
る
変
動

額
を
含
め
た
平

成
20
年
度
の
資

産
変
動
額
は
、

2
億
１
４
９
９

万
円
の
減
と
な

っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
結
果
、

期
首
に
１
４
９

億
３
５
１
９
万

円
で
あ
っ
た
純

資
産
残
高
が
、

期
末
で
は
１
４

７
億
２
０
２
０

万
円
と
な
り
ま

し
た
。

【
資
金
収
支
計
算
書
】

　

資
金
収
支
計
算
書
は
、歳
計
現

金（
＝
資
金
）の
出
入
り
情
報
を

「
経
常
的
収
支
の
部
」「
公
共
資
産

整
備
収
入
の
部
」「
投
資
・
財
務
的

収
支
の
部
」の
3
つ
の
区
分
に
分
け

て
表
し
た
財
務
書
類
で
す
。

◆　

総
括

　
「
経
常
的
収
支
の
部
」で
生
じ
た

借　方 貸　方

公共資産合計
177億1,199万円

将来の世代が負担
【16.9％】

これまでの世代が負担
【83.1％】

　　  〔資産の部〕

１　公共資産　1,751

２　投資等　　　262

３　流動資産　　258

  資産合計　　2,271

　　　〔負債の部〕

１　固定負債　　　　343

２　流動負債　　　　  40

　　負債合計　　　　383

　　  〔純資産の部〕

　　純資産合計　　1,888

負債・純資産合計　2,271

(単位：千円)

（H21.3.31現在住民基本台帳人口：7,798人）

有形固定資産の割合

０
３
万
円
、
減
価
償
却
費
5
億
７

４
９
２
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
「
移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト
」
は
、

13
億
８
６
２
８
万
円
（
41
・
6

％
）
で
、
主
な
も
の
と
し
て
は
、

社
会
保
障
給
付
が
2
億
６
２
７
０

万
円
、
補
助
金
等
5
億
３
４
１
４

万
円
、
他
会
計
等
へ
の
支
出
金
5

億
２
３
９
５
万
円
で
す
。
支
払
利

息
な
ど
の
「
そ
の
他
の
コ
ス
ト
」

は
、
４
０
９
７
万
円
（
1.2
％
）
で
、

支
払
利
息
が
３
８
９
４
万
円
、
回

収
不
能
見
込
計
上
額
が
２
０
３
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２　

目
的
別
行
政
コ
ス
ト

　

「
経
常
行
政
コ
ス
ト
」
を
目
的

別
に
見
る
と
、
福
祉
が
8
億
３
６

８
０
万
円
（
構
成
比
25
・
1
％
）

で
最
も
多
く
、
次
い
で
生
活
イ
ン

フ
ラ
・
国
土
保
全
が
5
億
３
１
０

０
万
円
（
15
・
9
％
）
、
産
業
振

興
5
億
３
０
３
５
万
円
（
15
・
9

％
）
、
総
務
4
億
４
９
８
０
万
円

（
13
・
5
％
）
、
教
育
4
億
１
３

２
３
万
円
（
12
・
4
％
）
の
順
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　

　

収
支
余
剰（
黒
字
）8
億
3
4
4
3

万
円
で
、「
公
共
資
産
整
備
収
支
の

部
」の
収
支
不
足
額（
赤
字
）1
億

5
0
1
2
万
円
と「
投
資
・
財
務
的

収
支
の
部
」の
収
支
不
足
額（
赤

字
）6
億
2
8
7
8
万
円
を
補
て

ん
し
、残
余
5
5
5
3
万
円
を
期

首
歳
計
現
金
に
加
算
し
ま
し
た
。こ

の
結
果
、期
末
の
歳
計
現
金
残
高
は

5
億
4
0
5
7
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

0 200 400 600 800 1000
⑩回収不能見込計上額

⑨支払利息
⑧議会
⑦総務
⑥消防

⑤産業振興
④環境衛生

③福祉
②教育

①生活インフラ・国土保全

目的別経常行政コスト
531

413
837

313
530

151
450

63
39
2

①生活インフラ・
国土保全
35.5%

②教育
27.8%

⑤産業振興
19.5%

④環境衛生
0.3%

③福祉
4.6%

⑦総務
11.4%

⑥消防
0.9%

①生活インフラ・
国土保全
35.5%

②教育
27.8%

⑤産業振興
19.5%

⑦総務
11.4%

行政コスト計算書

（単位：千円）

（自　平成20年4月1日ー至　平成21年3月31日）

経常行政コスト a

経常収益　ｂ

１　人にかかるコスト
（１）人件費
（２）退職手当引当金繰入等
（３）賞与引当金繰入額
２　物にかかるコスト
（１）物件費
（２）維持補修費
（３）原価償却費
３　移転支出的なコスト
（１）社会保障給付
（２）補助金等
（３）他会計等への支出額
（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等
４　その他のコスト
（１）支払利息
（２）回収不能見込計上額
（３）その他行政コスト

１　使用料・手数料
２　分担金・負担金・寄附金
（差引）純経常行政コスト a-b

3,329,461
825,920
668,495
112,726
44,699

1,076,286
479,341
22,028
574,917

1,386,282
262,700
534,136
523,946

　
65,500
40,973
 38,942
2,031

0
88,168
57,988
30,180

3,241,293

総　額
100.0%
 24.8%
 20.1%
  3.4%
  1.3%
 32.3%
 14.4%
  0.7%
 17.3%
 41.6%
  7.9%
 16.0%
 15.7%

  2.0%
  1.2%
  1.2%
  0.1%
  0.0%
2.6%
1.7%
0.9%
97.4%

構成比率

純資産変動計算書
（自　平成20年4月1日ー至　平成21年3月31日）

期末純資産残高
一般財源
　地方税
　地方交付税
　その他行政コスト充当財源
補助金等受入
臨時損益
　災害復旧事業費
　公共資産除売却損益
　投資損失
資産評価替えによる変動額
無償受贈資産受入
その他  　　　

14,935,192
△3,241,293
　2,744,992
　　906,797
　1,467,283
　　370,912
　　284,500
　　　1,597
　　　　　0
　　　1,597
　　　　　0
　　△4,784
　　　　　0
　　　　　0
14,720,204

区　分
期首純資産残高

期末純資産残高

金　額
（単位：千円）

住民１人あたり貸借対照表

経常的収支の部 公共資産整備収支の部

支出

3億5,756万円

収入

2億744万円

資金不足②

1億5,012万円収　入

31億
2,263万円

期首歳計現金増減額
4億8,504万円

収支余剰①
8億

3,443万円 

当年度歳計現金増減額
（①－②－③） 

支　出

22億
8,820万円

期末歳計現金残高
5億4,057万円

5,553万円

投資・財務的収支の部

支出

7億3,453万円

収入

1億575万円

資金不足③

6億2,878万円

資金収支計算書の概要



米粉の普及に取り組んでいます　

■
米
粉
の
消
費
拡
大

　

米
粉
も
需
要
が
な
け
れ
ば
生
産
し
て
も
意
味

が
あ
り
ま
せ
ん
。米
粉
の
需
要
拡
大
を
す
る
こ

と
が
今
後
の
米
粉
用
水
稲
栽
培
の
維
持
・
拡
大

に
つ
な
が
り
ま
す
。

①
米
粉
利
用
食
品
の
開
発
・
販
売

　

米
粉
を
利
用
し
た
商
品
を
新
た
に
開
発
・
販

売
す
る
こ
と
に
よ
り
米
粉
の
需
要
を
増
や
し
ま

す
。今
後
は
村
内
で
米
粉
食
品
を
提
供
す
る
飲

食
店
や
事
業
所
を
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
等
を
利
用
し
て
積
極
的
に
Ｐ
Ｒ
し
て
い
き
ま

す
。

②
一
般
家
庭
へ
の
普
及

　

普
段
の
家
庭
料
理
に
使
え
る
米
粉
を
利
用
し

た
レ
シ
ピ
や
調
理
方
法
を
集
め
、広
報
紙
等
で

紹
介
し
て
い
く
予
定
で
す
。ま
た
、料
理
講
習
会

や
イ
ベ
ン
ト
の
際
に
米
粉
を
利
用
し
て
普
及
に

取
り
組
ん
で
く
れ
る
団
体
等
を
支
援
し
て
い
き

ま
す
。

■
新
商
品
・
新
メ
ニ
�
�
の
開
発
に

挑
戦
し
ま
せ
ん
か
？

　

米
粉
を
利
用
し
た
新
し
い
料
理
や
商
品
開
発

に
協
力
し
て
い
た
だ
け
る
方
を
募
集
し
ま
す
。

　

協
力
者
に
は
調
理
材
料
と
し
て
の

　
　

米
粉
を
提
供
し
ま
す

　

※

米
粉
に
は
料
理
や
ケ
ー
キ
作
り
に
向
く
微

細
米
粉（
米
粉
１
０
０
％
）と
、パ
ン
用
米
粉

（
米
粉
80
％
、グ
ル
テ
ン
20
％
）の
２
種
類
が
あ

り
ま
す
。い
ず
れ
か
必
要
な
米
粉
を
選
ん
で
お

申
込
み
く
だ
さ
い
。

　

米
粉
を
提
供
で
き
る
方
の
要
件

①
村
内
在
住
者
、村
内
に
事
務
所
を
有
す
る
事

業
者
、村
内
を
主
な
活
動
の
場
と
し
て
い
る

各
種
団
体

②
米
粉
の
消
費
拡
大
に
意
欲
的
に
取
り
組
ん
で

い
た
だ
け
る
方

③
米
粉
を
利
用
し
た
オ
リ
ジ
ナ
ル
商
品（
メ

ニ
ュ
ー
）を
新
た
に
開
発
し
て
い
た
だ
け
る
方

④
12
月
３
日（
木
）に
開
催
す
る
米
粉
普
及
懇

談
会
に
作
品
・
レ
シ
ピ
を
提
供
で
き
る
方　

※

試
作
を
重
ね
た
結
果
、作
品
を
提
出
で
き
な

い
時
は
失
敗
談
等
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い　

⑤
作
品
の
写
真
・
レ
シ
ピ
を
広
報
紙
や
チ
ラ
シ

等
へ
掲
載
す
る
こ
と
に
同
意
い
た
だ
け
る
方

■
申
込
み
・
お
問
合
せ
先　
　
　
　
　

原
村
水
田
農
業
推
進
協
議
会
事
務
局　
　
　

（
農
林
商
工
観
光
課
農
政
係
）　
　
　
　
　
　

電
話
７
９‐

７
９
３
１（
直
通
）　　
　
　

　

原
村
で
は
今
年
度
よ
り
新
規
需
要
米（
米
粉

用
米
）の
栽
培
と
米
粉
の
消
費
拡
大
に
取
り
組

ん
で
い
ま
す
。

■
米
粉
と
は
？

　

米
粉
と
は
、う
る
ち
米
と
も
ち
米
か
ら
作
ら

れ
る
米
の
粉
の
総
称
で
す
。従
来
か
ら
う
る
ち

米
を
粉
に
し
た
上
新
粉
や
、も
ち
米
を
粉
に
し

た
白
玉
粉
な
ど
が
あ
り
、だ
ん
ご
や
和
菓
子
な

ど
に
利
用
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

　

近
年
、従
来
の
米
の
粉
を
更
に
細
か
く
製
粉

す
る
技
術
が
開
発
さ
れ
、そ
れ
に
よ
り
製
粉
さ

れ
た
微
細
粉（
一
般
的
な
小
麦
粉
と
同
程
度
の

大
き
さ
）を
利
用
し
て
パ
ン
や
ケ
ー
キ
等
の
調

理
用
に
も
使
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

■
米
粉
の
特
徴

①
新
食
感

　

し
っ
と
り
、モ
チ
モ
チ
、さ
っ
く
り
、カ
リ
ッ
と

調
理
方
法
に
よ
っ
て
新
た
な
食
感
が
楽
し
め
ま

す
。

②
ど
ん
な
食
材
と
も
相
性
が
良
い

　

い
ろ
い
ろ
な
食
材
と
の
組
み
合
わ
せ
で
調
理

が
可
能
で
す
。

③
良
質
な
た
ん
ぱ
く
質

　

必
須
ア
ミ
ノ
酸
が
小
麦
粉
よ
り
多
く
含
ま
れ

て
い
ま
す
。

④
小
麦
ア
レ
ル
ギ
ー
で
も
安
心

　

小
麦
ア
レ
ル
ギ
ー
の
方
で
も
小
麦
粉
の
か
わ

り
に
米
粉
を
使
え
ば
安
心
し
て
食
べ
ら
れ
ま
す
。

⑤
食
物
繊
維
が
豊
富

食
べ
た
後
の
消
化
が
ゆ
っ
く
り
で
血
糖
値
が
上

が
り
に
く
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑥
調
理
や
後
片
付
け
が
楽

　

グ
ル
テ
ン
を
作
ら
ず「
ダ
マ
」に
な
り
に
く
く
、

使
っ
た
容
器
等
も
水
洗
い
で
簡
単
に
流
せ
ま
す
。

■
米
粉
普
及
の
目
的

①
食
料
自
給
率
の
向
上

　

日
本
の
食
料
自
給
率（
カ
ロ
リ
ー
ベ
ー
ス
）は

約
40
％
と
低
く
、特
に
食
料
用
の
小
麦
は
86
％

を
輸
入
に
依
存
し
て
い
ま
す
。そ
れ
に
対
し
て
お

米
は
国
内
で
１
０
０
％
生
産
す
る
こ
と
も
可
能

な
穀
物
で
す
が
、年
々
消
費
量
は
低
下
し
て
い

る
状
況
で
す
。輸
入
小
麦
の
代
替
と
し
て
米
粉

用
米
を
生
産
・
消
費
す
る
こ
と
で
食
料
自
給
率

の
向
上
を
目
指
し
ま
す
。

②
地
産
地
消
の
推
進　
　
　
　
　
　
　
　

　

地
元
で
生
産
さ
れ
た
農
産
物
を
地
元
で
消
費

す
る
こ
と
で
、消
費
者
の
地
場
農
産
物
に
対
す

る
愛
着
心
や
安
心
感
が
深
ま
り
ま
す
。地
元
の

生
産
物
を
消
費
拡
大
す
る
こ
と
は
地
元
の
農
家

を
応
援
す
る
こ
と
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。

③
生
産
調
整
の
達
成
に
向
け
て

　

お
米
の
生
産
量
が
消
費
量
を
大
き
く
上
回
る

こ
と
で
農
家
の
販
売
価
格
が
下
落
し
た
り
、必

要
以
上
の
備
蓄
米
を
作
ら
な
い
た
め
に
水
稲
の

生
産
調
整
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。原
村
の
水
稲

栽
培
は
県
よ
り
配
分
さ
れ
る
作
付
け
枠
を
大
幅

に
上
回
り
、他
地
区
よ
り
作
付
け
枠
を
購
入
す

る
よ
う
な
形
で
対
応
し
て
い
ま
す
。米
粉
用
水

稲
は
転
作
扱
い
と
な
る
た
め
、現
在
、生
産
調
整

を
達
成
し
て
い
な
い
水
稲
生
産
農
家
に
米
粉
用

水
稲
の
栽
培
を
推
進
す
る
こ
と
で
、生
産
調
整

の
達
成
を
目
指
し
ま
す
。ま
た
、生
産
調
整
の
た

め
主
食
用
水
稲
を
作
付
け
で
き
な
い
水
田
の
有

効
活
用
と
し
て
も
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

④
安
定
的
な
原
料
供
給
体
制

　

中
国
や
イ
ン
ド
等
の
経
済
発
展
に
よ
る
食
料

需
要
の
増
大
、バ
イ
オ
燃
料
の
原
料
と
し
て
穀

物
等
の
需
要
増
大
、地
球
規
模
の
気
候
変
動
等

に
よ
り
国
際
的
な
食
糧
不
足
が
発
生
し
た
場

合
、原
料
価
格
の
高
騰
や
原
料
の
供
給
不
足
を

緩
和
し
、不
安
が
解
消
さ
れ
ま
す
。

■
米
粉
用
水
稲
の
栽
培

　

米
粉
の
取
り
組
み
を
始
め
る
に
あ
た
り
、今

年
３
月
に
米
粉
用
水
稲
の
栽
培
農
家
を
募
集

し
た
と
こ
ろ
、４
名
の
方
か
ら
応
募
が
あ
り
ま

し
た
。作
付
面
積
は
約
3.6
㌶
収
量
で
21
ｔ
を
見

込
ん
で
い
ま
す
。４
農
家
と
米
粉
用
米
を
集
荷

す
る
Ｊ
Ａ
信
州
諏
訪
、集
荷
さ
れ
た
米
を
引
き

取
り
米
粉
を
製
造
す
る
㈱
高
山
製
粉
と
の
間

で
、生
産
か
ら
販
売
等
に
関
す
る
契
約
書
を
作

成
し
て
５
月
18
日
に
は
新
規
需
要
米（
米
粉
）

栽
培
調
印
式
を
開
催
し
ま
し
た
。

　

こ
の
契
約
の
締
結
に
よ
り
米
粉
用
米
の
栽
培

は
、生
産
調
整
分（
転
作
）と
し
て
認
め
ら
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。　　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

今
月
号
の
広
報
は
ら（
11
月
号
）が
配
布
さ
れ

る
頃
に
は【
原
村
産
あ
き
た
こ
ま
ち
の
米
粉
】が

店
頭
に
並
ん
で
い
る
こ
と
で
し
ょ
う
。　

米
粉
の
普
及
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す

ＪＡ農業祭原村会場での米粉普及活動の様子
　 （ＪＡ信州諏訪女性部原村ブロック）

　

カ
カ
シ
コ
ン
テ
ス
ト
開
催

　
　

室
内
む
ら
づ
く
り
委
員
会
よ
り

　

室
内
む
ら
づ
く
り
委
員
会
は
、カ
カ
シ
コ
ン

テ
ス
ト
と
題
し
、コ
ン
ク
ー
ル
を
開
き
ま
し
た
。

　

地
域
水
田
を
水
質
浄
化
及
び
観
光
資
源
と

し
て
広
く
周
知
し
、農
村
環
境
へ
の
意
識
向
上

及
び
地
域
活
性
化
を
図
り
ま
し
た
。

　

コ
ン
テ
ス
ト
の
参
加
に
お
い
て
は
、長
野
日

報
等
を
通
じ
て
募
集
を
募
り
23
体
の
カ
カ
シ

が
集
ま
り
ま
し
た
。

　

審
査
で
は
室
内
区
長
、
原
村
営
農
セ
ン

タ
ー
、農
業
改
良
普
及
セ
ン
タ
ー
、役
場
関
係

者
で
行
い
ま
し
た
。

審
査
基
準
は
次
の
通
り
で
す
。

・
主
旨
に
即
し
て
い
る
か

・
ス
タ
イ
ル
が
ユ
ニ
ー
ク
で
オ
リ
ジ
ナ
ル

・
創
造
的
・
芸
術
的
で
あ
る

・
田
と
カ
カ
シ
と
が
互
い
に
景
観
を
織
り
成

し
て
い
る

以
上
の
４
項
目
・
各
５
点
の
20
点
満
点
で
審
査

を
し
ま
し
た
。

　

上
位
表
彰
作
品
は
次
の
と
お
り
で
す

　　

９
月
６
日
に
室
内
む
ら
づ
く
り
委
員
会
主

催
で
カ
カ
シ
コ
ン
テ
ス
ト
審
査
会
が
行
わ
れ

ま
し
た
。

　

表
彰
式
は
、11
月
実
施
予
定
の
あ
き
ほ
の

郷
収
穫
祭
に
併
せ
て
行
い
ま
す
。以
上
の
よ
う

な
活
動
を
通
じ
、よ
り
一
層
地
域
活
性
化
を

図
っ
て
い
ま
す
。

原村長賞　

　　　小林哲也さん

原村農業委員会長賞

　　　清水正進さん

ＪＡ信州諏訪賞

　　　平林　透さん
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米粉の普及に取り組んでいます



検察審査会ってどんなところ
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のびよ　原っ子　そだてよ　原っ子

検察審査会ってどんなところ・・・

家庭と地域で子育てを

○朝 ○昼 ○晩 元気にあいさつ ○習 ○慣 ○に

子どもは「あいさつ」で心が育つ 通いあう

子ども達が「育つ」ためには、家庭や地域の中での「会話」の果たす役割はとても大切
です。そしてその会話の基本は「あいさつ」ではないでしょうか。ひとつの「あいさつ」
がきっかけとなり、その後の会話へとつながります。 
「あいさつ」を通して家庭では会話がはずみ、地域では知らなかった人達が仲良くなって
いく。そんな家庭や地域にはきっとすばらしい子どもが育つでしょう。 

みんなで「あいさつ・声かけ」を！明るく安全な地域社会を作りましょう

原村教育委員会

　検察審査会は、地方裁判所と主な地方裁判所支部の建物の中にあります。審査の申し立てや
相談には、一切費用はかかりません。また、検察審査員や補充員に選ばれた方はぜひ、この制度
にご協力をお願いします。

詳しくは、松本検察審査会事務局　
　　　　　　　　　　　電話　０２６３－３２－３０４３　へお尋ねください。

裁判員候補者名簿記載通知について
　裁判員候補者名簿に登録された方には、本年１１月に名簿に登録されたことの通知（名簿記載通知）をお送

りします。この通知は、来年２月ころから平成２３年２月ころまでの間に裁判所にお越しいただき、裁判員に選ば

れる可能性があることを事前にお伝えし、あらかじめ心づもりをしていただくためにお送りするものです。

　また、裁判員候補者の方の事情を早期に把握しご回答の内容により、明らかに辞退が認められる場合等に裁

判所にお越しいただくことのないようにして、裁判員候補者の方々のご負担を軽減するために調査票を送りま

す。調査票のいずれの項目にも当てはまらない方は、返送は不要です。

　なお、実際の事件の裁判員候補者に選ばれた場合には、具体的な裁判の日程を前提に、改めて辞退の希望を

うかがいます。　裁判員制度にご理解・ご協力をお願いします。

　検察審査会とは、検察官が被疑者を裁判にかけなかったこと（不起訴処分）のよしあしを
審査することを主な仕事とするところで、選挙権を有する国民の中からくじで選ばれた１１
人の検察審査員によって組織されます。

　申し立てられた事件を検察審査会で審査した結果、更に詳しく捜査すべきである（不起
訴不当）とか、起訴すべきである（起訴相当）という議決があった場合には、検察官は、この
議決を参考にして事件を再検討することになります。
　起訴相当の議決に対して検察官が不起訴処分をした場合又は法定の期間内に処分を行
わなかった場合には、改めて検察審査会で審査します。


